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平成 25年 12月 11日 

各 位 

会 社 名  モバイルクリエイト株式会社 

代表者名  代表取締役社長  村井 雄司 

（コード：3669 東証ﾏｻﾞｰｽﾞ 福証 Q-Board） 

問合せ先  取締役管理部長  佐藤 一彦 

  (TEL．097－576－8181) 

 

発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ 

 

 平成 25年 12月２日開催の当社取締役会において決議いたしました新株式発行及び当社株式の売出し

に関し、発行価格及び売出価格等が下記のとおり決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．公募による新株式発行（一般募集） 

(１) 発行価格（募集価格）  １株につき 2,626円 

(２) 発 行 価 格 の 総 額  1,050,400,000円 

(３) 払 込 金 額  １株につき 2,462.68円 

(４) 払 込 金 額 の 総 額  985,072,000円 

(５) 増 加 する資本金及び  増 加 す る 資 本 金 の 額 492,536,000円 

 資 本 準 備 金 の 額  増加する資本準備金の額 492,536,000円 

(６) 申 込 期 間  平成 25年 12月 12日(木)～平成 25年 12月 13日(金) 

(７) 払 込 期 日  平成 25年 12月 25日(水) 

(注)引受人は払込金額で買取引受けを行い、発行価格（募集価格）で募集を行います。 

２．株式売出し（引受人の買取引受による売出し） 

(１) 売 出 価 格  １株につき 2,626円 

(２) 売 出 価 格 の 総 額  787,800,000円 

(３) 引 受 価 額  １株につき 2,462.68円 

(４) 引 受 価 額 の 総 額  738,804,000円 

(５) 申 込 期 間  平成 25年 12月 12日(木)～平成 25年 12月 13日(金) 

(６) 受 渡 期 日  平成 25年 12月 26日(木) 

(注)引受人は引受価額で買取引受けを行い、売出価格で売出しを行います。 

３．株式売出し（オーバーアロットメントによる売出し） 

(１) 売 出 株 式 数  105,000株 

(２) 売 出 価 格  １株につき 2,626円 

(３) 売 出 価 格 の 総 額  275,730,000円 

(４) 申 込 期 間  平成 25年 12月 12日(木)～平成 25年 12月 13日(金) 

(５) 受 渡 期 日  平成 25年 12月 26日(木) 
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４．第三者割当による新株式発行 

(１) 払 込 金 額  １株につき 2,462.68円 

(２) 払 込 金 額 の 総 額  （上限）258,581,400円 

(３) 増 加 する資本金及び  増 加 す る 資 本 金 の 額 （上限）129,290,700円 

 資 本 準 備 金 の 額  増加する資本準備金の額 （上限）129,290,700円 

(４) 申込期間（申込期日）  平成 26年１月 14日(火) 

(５) 払 込 期 日  平成 26年１月 15日(水) 

 

＜ご 参 考＞ 

１．発行価格（募集価格）及び売出価格の算定 

(１) 算定基準日及びその価格  平成 25年 12月 11日(水)  2,722円 

(２) デ ィ ス カ ウ ン ト 率    3.53％ 

 

２．シンジケートカバー取引期間 

平成 25年 12月 14日(土)から平成 26年１月７日(火)まで 
 

３．今回の調達資金の使途 

今回の公募増資及び第三者割当増資に係る手取概算額合計上限 1,230,653,400円については、大

型受注案件である沖縄本島 IC 乗車券システムにおける機器仕入及び開発に伴う運転資金並びに販

売が拡大する当社の主力製品である業務用 IP 無線システム「ボイスパケットトランシーバー」の

在庫仕入に伴う運転資金として、平成 25 年 12 月より平成 27 年５月までにその全額を充当する予

定でありますが、実際に支出するまでは銀行口座にて管理いたします。 

なお、沖縄本島 IC 乗車券システムは、沖縄本島のバス事業者４社とモノレール事業者１社向け

の交通インフラの基幹システムであり、当社が開発事業者として選定されました。請負金額が約 26

億円と当社グループにとって大型受注案件であり、相応の資金需要が発生いたします。 

 

以 上 


